
群馬県後期高齢者医療広域連合第６回情報公開及び個人情報保護審査会 
会議録 

 
日時 平成２７年７月２９日（水） 
午前９時５７分から１０時４２分まで 

場所 群馬県公社総合ビル５階 第４会議室 
 

出席者：紺委員（会長）、北村委員（職務代理者）、齋藤委員 

事務局：川島事務局長、大島次長兼総務課長、大木管理課長、佐藤給付課長、毛呂会計課長、 

黒田主幹、荒井主幹、村岡主幹、今井主幹、田中主幹 

 

審査会次第  

１ 開会 

２ 広域連合事務局長挨拶 

３ 事務局職員紹介 

４ 議事 

（１）群馬県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則の一部改正について 

≪ 審査会内容 ≫ 

事務局：   群馬県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則の一部改正について説明
する。今回の改正については、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（いわゆる番号法）」の制定に基づき、群馬県後期高齢者医療広域

連合個人情報保護条例を改正したことに伴う施行規則の改正であり、本広域連合が保

有する番号法に定める個人番号をその内容に含む個人情報（いわゆる特定個人情報）

の取扱いについて詳細を定めるものである。 
資料１－１は、公布文（案）となる。資料１－２は新旧対照表、資料１－３は改正後

の規則、資料１－４は現行の規則となり、資料１－５は参考として個人情報保護条例を

添付した。説明は、資料１－２の新旧対照表をもとに行う。第２条第３項は、条例にお

いて、「特定個人情報」を定義に追加したことに伴い、個人情報取扱事務として定める

事項を追加するものである。特定個人情報とは、個人番号（いわゆるマイナンバー）を

含む個人情報とされている。第３条第１項については、条例第８条の２第２項において、

特定個人情報の目的外利用を制限するための規定に対する例外規定を追加したことに

伴い、施行規則において目的外利用の手続きに関する規定を追加するものである。      
第４条第１項については、条例第８条の４において、特定個人情報の外部提供を制限す

るための規定及びその除外規定を追加したことに伴い、施行規則において外部提供の手

続きに関する規定を追加するものである。第８条の３については、条例第２３条第５項

において、保有個人情報の訂正についての規定を追加したことに伴い、訂正通知書の様

式を新たに定めるものである。次ページの別表については、開示の際の写しの作成方法

において、対応が不可能であるものを削除するものである。次ページからの各様式につ
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いては、各条項の改正に伴い、項目の追加及び文言の修正等を行うものである。 
以上で、個人情報保護条例施行規則の一部改正についての説明を終わる。 

会 長： この件について、質問、意見をお願いする。 

（質疑等なし） 

会 長： 群馬県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則の一部改正については、以

上のとおりとしてよいか。 

（委員了承） 

 

（２）特定個人情報保護評価書の第三者点検の実施について 

≪ 審査会内容 ≫ 

事務局： 特定個人情報保護評価第三者点検については、資料の最後にある「評価書」により説

明する。平成２７年１０月から国民に対してマイナンバーが通知され、当広域連合でも

平成２８年１月からマイナンバーの利用が開始される。「行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律」（以下「番号法」と言う。）は、番号法、

第２７条において、特定個人情報ファイルを保有しようとするときは、特定個人情報フ

ァイルの適正な取扱いを確保することにより、特定個人情報の漏えいその他の事態の発

生を未然に防ぎ、個人のプライバシー等の権利利益を保護するために特定個人情報保護

評価の実施が義務づけられており、また評価書（案）の作成後、住民からの意見聴取を

実施し、第三者点検を行った後に公表することとされているため、本会での審査をお願

いする。 
「特定個人情報保護評価書」の１ページ目には「プライバシー等の権利利益の保護の

宣言」が記載されている。次ページの「項目一覧」の項目毎に説明を行なう。 
最初に「Ⅰ 基本情報」について説明する。「１.特定個人情報ファイルを取り扱う事
務」については、冒頭の「制度内容」の説明は省略し、中段の「事務内容」について説

明する。後期高齢者医療制度では、各都道府県の後期高齢者医療広域連合と市町村が連

携して事務を行っている。基本的な役割分担は、広域連合が被保険者の資格管理、保険

料の決定、医療の給付を行い、市町村は各種届出の受付、被保険者証等の引き渡し等の

窓口業務、保険料の徴収を行っている。特定個人情報ファイルを取り扱う事務は次のと

おりである。「１.資格管理業務」の「被保険者証等の交付申請」については、住民か
ら個人番号が記入された被保険者資格に関する届出を受け付け、広域連合において審査、

決定を行い、市町村から当該住民に対して被保険者証等を発行する。次の「住民基本台

帳情報等の取得、被保険者資格の異動」については、市町村から広域連合に住民基本台

帳等の情報を送付し、広域連合において年齢到達者等を特定して被保険者資格の審査、

決定を行い、市町村から当該住民に対して被保険者証等を発行する。上記と併せて、被

保険者情報等の管理を行っている。「２．賦課・収納業務」の「保険料賦課」について

は、市町村から広域連合に所得情報等を送付し、広域連合において賦課計算を行い、保

険料賦課額を決定した上で、市町村から当該住民に対して賦課決定通知書等を通知する。

「保険料収納管理」については、広域連合で決定した保険料賦課額に基づき、市町村に
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おいて保険料に関する徴収方法と納期を決定し、特別徴収の場合は年金保険者に徴収依

頼を実施するとともに当該住民には特別徴収額通知書等で通知し、普通徴収の場合は当

該住民に納付書を送付し、特別徴収や普通徴収に関する収納管理を行う。「３．給付業

務」については、市町村において住民からの療養費支給申請書に関する届出を受け付け、

広域連合において療養費支給の認定処理を行い、広域連合から当該住民に対して療養費

支給決定通知書等を交付する。これらが広域連合の主な事務の内容である。３ページ下

段の「番号制度対応のスケジュール」については、当広域連合を含む全国の広域連合で

使用しているシステム（以下「標準システム」言う。）は、国民健康保険中央会が一括

してシステム開発、改修を行っており、平成２９年７月からの地方公共団体等との情報

連携の開始に向けて、システム改修を２段階で実施する予定である。①が一次対応とし

て、平成２８年１月の個人番号の利用開始に合わせ、個人番号と後期高齢者医療制度関

係事務で使用する情報を紐付け、個人番号から業務情報を検索できる仕組みを構築し、

②が二次対応として、平成２９年７月から開始される情報連携に対応する機能を構築す

ることとしている。特定個人情報保護評価については、システム改修に併せて２段階で

実施する予定であり、本評価書は上記の一次対応について評価を実施したものであり、

今後二次対応に合わせて評価の再実施を行う予定である。一番下の「③対象人数」につ

いては、標準システム内で取扱う対象者は、県内に住所を有する６５歳以上の者及びそ

の者と同一の世帯に属する者が対象となり、平成２７年３月１３日現在で約９９７,０
００人である。そのため、３０万人以上ということで評価を行うことになる。局長の説

明のとおり、被保険者数は平成２７年３月末現在で約２５８,０００人である。 
     続いて、４ページの「２.特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシ

ステム」について説明する。標準システムは、広域連合の委託する事業者、データセン

ターに設置されている標準システムサーバー群と、広域連合及び構成市町村に設置され

ている窓口端末で構成されている。なお、標準システム端末及び構成されているネット

ワークは専用線を利用しており、インターネット等、外部の環境には接続しないクロー

ズ環境となっている。「②システムの機能」については、「１．資格管理業務」につい

てのみ説明する。「（１）被保険者証の交付申請」については、市町村の窓口端末へ入

力された被保険者資格等に関する届出情報を基に、広域連合の標準システムにおいて受

付、審査、決定を行い、その結果を市町村の窓口端末へ配信する。市町村の窓口端末で

は配信された決定情報を基に被保険者証等を発行する。「（２）住民基本台帳等の取得」

については、市町村の窓口端末のオンラインファイル連携機能を用いて、住民票の異動

に関する情報を広域連合の標準システムへ送信し、広域連合の標準システム内でも同情

報を管理する。「（３）被保険者資格の異動」については、（２）により市町村の窓口

端末から広域連合の標準システムに送信された住民に関する情報により、広域連合が被

保険者資格に関する審査、決定を行い、広域連合の標準システムより被保険者情報等を

市町村の窓口端末へ配信する。オンラインファイル連携機能を用いた市町村から広域連

合へ、また、その逆の広域連合から市町村へのデータ送受信については、先に説明した

とおり全て標準システムの専用線を利用したネットワーク内で行われている。 
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続いて、５ページの「４.特定個人情報ファイルを取り扱う理由」について説明をす
る。「①実施事務上の必要性」については、被保険者資格や給付の情報等を個人番号に

より正確かつ効率的に検索、照会するためには、被保険者資格や給付の情報、住民基本

台帳関連情報、市町村で使用されている宛名番号及び広域連合で付番する被保険者番号

等を、個人番号と紐付けして管理する必要があることから、特定個人情報ファイルとし

て後期高齢者医療関連情報ファイルを保有する。 
「５．個人番号の利用」については、法令上の根拠は記載のとおり番号法 第９条及
び別表第一第５９号並びに番号法別表第一の主務省令で定める事務を定める命令 第４
６条である。条文については、資料の３７ページに記載したとおりである。 
「６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携」については、先に説明したと

おり、平成２８年１月の個人番号利用開始時点では情報提供ネットワークシステムによ

る情報連携は行われないため、実施しないと現時点では記載している。 
続いて６ページ「（別添１）事務の内容」については、広域連合では、図のとおり構 
成市町村とのデータ連携及び国保連合会と診療報酬審査支払業務等に関する業務委託

を行っているが、本評価書での評価範囲は赤線で囲まれた範囲である。以降、７ページ

から１２ページには事務内容の詳細が記載されているが、説明は省略する。 
以上で「Ⅰ 基本情報」についての説明を終了する。 

会 長： この件について、質問、意見をお願いする。 
（質疑等なし） 
会 長： 項目「Ⅰ 基本情報」については、以上のとおりとしてよいか。 
（委員了承） 
 
会 長： 続いて、項目「Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要」について説明をお願いする。 
事務局： １３ページの「２．基本情報」については、「①ファイルの種類」は、取り扱うファ 
    イルはシステム用ファイルで、全て標準システム内でデータを取り扱っている。「②対 
    象となる本人の数」は、過去に被保険者であった者及びその者と同一の世帯に属してい  
    た者等が今後含まれてくるため、１００万人以上１,０００満人未満としている。「③  
    対象となる本人の範囲」は、７５歳以上の者、６５歳以上７５歳未満で一定の障害があ 
    る者及び被保険者と同一の世帯に属する者、過去に被保険者であった者及びその者と同 
    一の世帯に属していた者となる。「④記録される項目」は、個人番号、氏名、性別、生  
    年月日、住所等の４情報、連絡先（電話番号等）も含まれる。詳細は２２ページ「（別 
    添２）特定個人情報ファイル記録項目」に記載のとおりである。 

続いて、１４ページ「３．特定個人情報の入手・使用」については、「①入手元」は 
全て構成市町村であり、情報の送受信は専用線を利用したクローズ環境である。「③入

手の時期・頻度」、「④入手に係る妥当性」等の説明は省略し、１５ページ「⑦使用の

主体」について説明する。標準システムの使用部署は、広域連合事務局の管理課、給付

課及び構成市町村の後期高齢者医療担当課職員で使用者数は広域連合事務局３２名、市

町村職員約３８０名である。次ページの「⑧使用方法」については説明を省略する。 
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１７ページ「４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託」について説明する。当広域 
連合では２件（２社）の委託業務を行っている。一つ目は、「委託事項１」として、「標

準システム用機器等保守業務及び標準システム運用保守業務」でＮＴＴ東日本群馬支店

に委託を行っている。標準システムサーバー群は、委託事業者の管理するデータセンタ

ーへ設置されており、サーバー等の機器保守及び日々の運用処理の委託を行っている。

なお、機器保守や運用処理の一部については委託事業者が再委託を行っているため、委

託事業者から再委託理由や再委託する業務の範囲が記載された再委託申請書の提供を

受けた後、再委託を承諾することとしている。二つ目は１８ページの「委託事項２」に

あるとおり「診療報酬審査支払業務」等で群馬県国民健康保険団体連合会に委託を行っ

ている。診療報酬審査支払業務では、レセプトの審査及び支払いに関することを委託し

ており、点検業務では、二次点検業務の一部について再委託を行っているため、再委託

申請書の提供を受けた後、再委託を承諾することとしている。 
続いて、１９ページ、２０ページの「５．特定個人情報の提供・移転」については、 
まず、特定個人情報の移転・提供とは、例えば、市町村において税務課で入手した税の

情報を他の課の業務で使用する場合に該当する。広域連合の業務では、２０ページの「①

法令上の根拠」に記載してあるとおり「一部事務組合又は広域連合と構成地方公共団体

との間の特定個人情報の授受について（通知）」の｢２ 構成地方公共団体の事務の一部
を共同処理する場合について｣において、広域連合と構成市町村のやり取りは内部利用

に当たるとされているため、本来記載する必要はないが、便宜上「移転」の欄に記載し

てある。「②移転先における用途」等は従前の説明と重複するため省略する。 
続いて２１ページ「６．特定個人情報の保管・消去」について説明する。「①保管場

所」については、広域連合の標準システムのサーバーはデータセンターに設置しており、

センターへの入館及びサーバー室への入退出は厳重に管理されており、サーバーの操作

を許可された者だけが入場できる場所にサーバーを設置している。データセンターのサ

ーバー室への入退出は、指紋を読み取るバイオ認証を実施し、また、サーバー室は２４

時間監視カメラにて監視されている。サーバーの操作は、サーバー管理専用の端末でし

か実施できず、サーバー管理端末の設置場所への入退出は、カードキー認証を実施して

いる。また、サーバー管理端末は、ユーザＩＤとパスワードによって管理している。以

下、記載のとおり厳重に保管、管理している。「②保管期間」については、「その妥当

性」というところになるが、「高齢者の医療の確保に関する法律」により平成２６年度

までに賦課された保険料に関しては期間の制限なく保険料賦課額を減額更正できる、と

されているため恒久的に保管する必要があるとされている。そのため、現状は保管デー

タの消去等は行っていない。 
以上で「Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要」についての説明を終了する。 

会 長： この件について、質問、意見をお願いする。 
委 員： 災害等でサーバーが故障すること等があり得ると思うが、永久的に保存するような情

報という位置付けになっていると思う。バックアップ体制はどういう風に考えているの

か。 
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事務局： 現状としては、過去のデータは磁気テープ（ＬＴＯ）にバックアップを取り、耐火金 

庫に保存している。外部のサーバーに保存するパターンもあるという話を聞いたが、機 

密性の高い情報をコピーして置いておくということはセキュリティ上どうかというこ 

ともあるので、やはり媒体で保存するのが良いと思う。ただし、火災等を考えると金庫 

をどこに置けば良いのかということもあり、それはこれから検討するような現状である。 

委 員： 情報の問題を考えていく時に、媒体で保存する場合には媒体の劣化や陳腐化等が指摘

され、ＤＶＤも５年も持たないようなことを言われたりすることもあるが、その点はど

う考えているのか。 

事務局： メーカーで定められている保存の際の温度範囲は意識しているが、２０年、３０年後    

も読み取れるかどうかまで配慮しているかというと、そこまでは考えが至っていない。

ある程度経ったら新しい媒体に移すということも今後考えていかなければならないと

いうこともあると思う。 

事務局： 現状は、システム内に全てデータは入っているので、日次で毎日コピーをテープに書

いている。そのテープについては、例えば２年などの使用期限が来れば、テープを差し

替えて保管をしているので、システムで扱っているもの以外の古いものをどこかで保管

しているということではない。 

委 員： 古くなってきた文書をどう法律のとおりに保存していくかということが気になってい 
る。その辺が課題になるのではないかと考えている。 

委員長： バックアップ体制や媒体の劣化対策について検討してもらいたい、ということを委員   
    からの意見としてお願いする。 
会 長： 他に、意見、質問等はあるか。 

（質疑等なし） 

会 長： 項目「Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要」については、以上のとおりとしてよいか。 
（委員了承） 
 
会 長： 続いて、項目「Ⅲ 特定個人情報の取扱いプロセスにおけるリスク対策」について説

明をお願いする。 
事務局： ２３ページの「２．特定個人情報の入手」については、「リスク１：目的外の入手が

行われるリスク」について記載することとなっているが、個人番号等の入手元は市町村

の窓口端末に限定されており、また標準システムの入力画面では、必要な情報のみが入

力項目として表示されるので、必要以上の情報を市町村が入力することのリスク軽減を

図っている。同様に「リスク２：不適切な方法で入手が行われるリスク」、「リスク３：

入手した特定個人情報が不正確であるリスク」についても対策は十分に行っている。「リ

スク４：入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク」では、市町村との送受信

には専用線を用いており、各端末にはウイルス対策ソフトを導入するなど、不適切な方

法によってデータが漏えい、紛失することのリスクを軽減している。 
２５ページ「３．特定個人情報の使用」については、「リスク１：目的を超えた紐付

け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク」については、当広域連合では
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標準システム以外のシステムは存在せず、また、構成市町村の窓口端末以外のネットワ

ークや端末からアクセスすることが出来ないため、目的を超えた紐付け等のリスク対策

は十分であると考えている。「リスク２：権限のない者によって不正に使用されるリス

ク」については、標準システムでは利用者毎にＩＤ及びパスワード設定を行っている。

発行したＩＤ等についても、定期的に管理、確認を行っており、人事異動等があった場

合には、速やかに届けるものとなっている。また、システムへログインしたアクセスロ

グについては職員毎に取得しており、不正な運用が行われていないか点検等を行ってい

る。次ページの「リスク４：特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク」につい

ては、標準システムでは使用者がデータベースから個人番号や住所、氏名などを一括し

て出力する機能（ＧＵＩ機能）がなく、先ほどのアクセスログ点検等を含め十分な対策

を行っている。また、標準システム端末からのＵＳＢ等への出力は、特定の端末からし

か出力できないよう設定されており、出力時には管理簿に記載すること及び出力ファイ

ルは必ず暗号化される設定となっている。 
続いて、２７ページ「４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託」については、１７

ページ「特定個人情報ファイルの取扱いの委託」で説明したので、細かい説明は省略す

るが、業者選定等にあたっては、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格（Ｉ

ＳＯ２７００１）の資格を有する業者を選定し、また、番号法施行に伴い、国から安全

管理措置のガイドライン等が示されているので、ガイドラインに沿った契約書の整備、

委託先への監査等を今後予定している。 
２９ページ「５．特定個人情報の提供・移転」については説明済みのため省略する。 
３１ページ「６．特定個人情報の保管・消去」についても説明済みのため省略する。

以上で「Ⅲ 特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策」の説明を  
終了する。 

会 長： この件について、質問、意見をお願いする。 
委 員： 「３．個人情報の使用」に関するところで、「ユーザー認証の管理」の部分に記載が

あるが、職員によってアクセスできる情報の権限が違うのか。 
事務局： 全業務できる職員、資格業務のみの職員、給付業務のみの職員、というように権限は

何パターンか定めてある。市町村に申請してもらう時に必要な人に必要な権限を申請し

てもらっている。 
委 員： それは、一覧表にしてあるのか。 
事務局： 一覧表にしてある。なお、今回個人番号が項目として増えることにより、個人番号が

扱える、扱えないという項目が追加になるので、今後はその権限も付与していくことに

なる。 
委 員： ＩＤとパスワードはどの位の間隔で変えているのか。 
事務局： ＩＤは１年に１回、パスワードは年に数回変えるように設定している。 
委 員： 自動的にソフトウェア上で強制的に変えさせているということか。 
事務局： そういう設定である。 
委 員： 作業中離席した時は、どうなっているのか。例えばスクリーンセーバーが起動すると
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か。 
事務局： １０分間何も操作しないと、強制的にロックした状態になる。 
会 長： 他に、意見、質問等はあるか。 

（質疑等なし） 

会 長： 項目「Ⅲ 特定個人情報の取扱いプロセスにおけるリスク対策」については、以上の
とおりとしてよいか。 

（委員了承） 
 
会 長： 続いて、項目「Ⅳ その他のリスク対策」、「Ⅴ 開示請求、問合せ」、「Ⅵ 評価実

施手続」について説明をお願いする。 
事務局： ３３ページ「Ⅳ その他のリスク対策」について説明する。「①自己点検」について

は、当広域連合では、情報セキュリティポリシーに沿った情報セキュリティ対策状況に

ついて点検を行うために、自己点検項目のチェックリストを作成し、当該チェックリス

トを用いて年１度点検を実施し、その点検結果を統括情報セキュリティ責任者（事務局

長）及び情報セキュリティ委員会に報告している。「②監査」については、自己点検同

様に情報セキュリティ対策のため、構成市町村を訪問して、情報セキュリティ内部監査

を実施している。「２.従業者に対する教育・啓発」については、職員及び嘱託員の就
任時には、広域連合及び市町村職員を対象とした新任担当者研修会の中で個人情報保護

を含む情報セキュリティについての研修を実施している。また、就任時以外にも、広域

連合の全職員を対象とした個人情報保護を含む情報セキュリティについての研修を、年

に１度実施している。 
３４ページ「Ⅴ 開示請求、問合せ」については、開示請求先等は記載のとおりであ 
る。 
３５ページ「Ⅵ 評価実施手続」については、「２．国民・住民等からの意見の聴取」
について、平成２７年５月２５日から平成２７年６月２３日にホームページ上での周知

及び各市町村窓口に文書等を設置して募集を行ったが、本件に関する意見等は無かった。

「３．第三者点検」については、本会での実施となり、承認が得られた後、特定個人情

報保護委員会へ評価書を提出することとなる。 
以上で説明を終了する。 

会 長： この件について、質問、意見をお願いする。 
委 員： 一番最近行なった個人情報保護のセキュリティ研修会はいつか。 
事務局： 職員全体で行なったものは昨年の１２月、初任者については５月である。 
委 員： 出席者の記録は残しているのか。 
事務局： 残している。 
委 員： 出られない人についてはどう対応しているのか。後でｅラーニングをするとか。 
事務局： 現状としては、ｅラーニングはしていない。 
委 員： 研修会を１年に１回は実施しているということは分かった。 
事務局： 広域連合の内部で行なうものは１回だけではなく、２回、３回と設けているので、都 
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合をつけてもらう形で実施している。 
会 長： 他に、意見、質問等はあるか。 

（質疑等なし） 

会 長： 項目「Ⅳ その他のリスク対策」、「Ⅴ 開示請求、問合せ」、「Ⅵ 評価実施手続」
については、以上のとおりとしてよいか。 

（委員了承） 
 

５ その他 

６ 閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この会議の内容に相違がないことを証するため、次に署名する。 
 
平成２７年７月２９日 

 
会    長   紺  正 行 
 
会長職務代理   北 村  純 
 
委    員   齋 藤 勇 一 郎 
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